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平成２８年度第１９回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成２９年１月１０日 

                    担当部・課：復興政策部復興政策課〔内線４２１３〕 

①件  名 

 

石巻信用金庫、（株）七十七銀行及び石巻商工信用組合との包括連携に関する協定締結について 

 

②施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

  

【背景】 

平成２７年１２月に「石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少対策、雇用

の確保、人材育成等に向けて、計画に位置付けられた各種事業を実施し、検証・評価を行うＰＤＣ

Ａサイクルの確立に向け取り組んでいるところであるが、今後、地方創生を推進していく上で金融

機関との連携が求められており、その中で石巻信用金庫、（株）七十七銀行及び石巻商工信用組合か

ら包括連携に関する協定締結について申出があったもの。 

 

【目的】 

  金融機関と包括連携協定を締結することで、これまで以上の連携に努め、金融機関が持つ専門的

な知見や、行政とは異なる独自の地域情報やネットワークを活かし、地方創生に向けたより実効性

の高い取組を推進するもの。 

  

  

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

   

   

  

④提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

 平成２８年１２月 石巻信用金庫から協定締結について申出 

 （株）七十七銀行から協定締結について申出 

石巻信用金庫及び（株）七十七銀行との協定締結に向けた協議 

 平成２９年 １月 石巻商工信用組合から協定締結について申出 

 

 

⑤主な内容 

 

包括連携に関する協定 

１ 連携事項 

(1) 創業及び企業誘致の支援に関すること 

(2) 地元企業の支援に関すること 

(3) 人口減少対策に関すること 

(4) 移住・地元定着支援に関すること 

(5) その他地方創生の推進に関すること 

 

２ 協定締結期間 

    １年間（１年毎に自動更新） 
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⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

 

 金融機関との関わりについては、これまでも外部委員で組織する「まち・ひと・しごと総合戦略

推進会議」や「創業支援事業者連携会議」等の構成員として金融機関が持つ知見から様々な意見等

をいただいてきたところであるが、協定締結を機に金融機関との更なる連携が図られる。 

  

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 

【気仙沼市】･･･気仙沼商工会議所、気仙沼信用金庫と包括連携協定（平成２８年５月３１日） 

【白 石 市】･･･東北財務局と地域活性化に関する包括連携協定（平成２８年１２月１日） 

 【岩 沼 市】･･･（株）七十七銀行と包括連携協定（平成２８年２月１２日） 

 【東松島市】･･･石巻信用金庫と包括連携協定（平成２９年１月予定） 

 【蔵 王 町】･･･（株）七十七銀行と包括連携協定（平成２８年７月１１日） 

【加 美 町】･･･（株）七十七銀行と包括連携協定（平成２８年２月１０日） 

 【新地町（福島県）】･･･（株）七十七銀行と包括連携協定（平成２８年９月１３日） 

 

 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 

平成２９年１月１２日 石巻信用金庫との包括連携に関する協定締結式 

１月 下旬 （株）七十七銀行及び石巻商工信用組合との包括連携に関する協定締結式 

 

 

 

⑨その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


